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論文要約 
 
氏名：隋藝 
 
題目：中国東北における共産党と都市基層民衆 1945-1951 
 
内容： 
本論文は、日中戦争後、国共内戦から社会主義へ移行する直前まで、中国の東北におけ
る中国共産党（以下「中共」）による民衆統合、およびその過程における党と都市基層民
衆の相互関係を解明するものである。具体的には、内戦の戦時態勢期（1945年 8月-1948
年 11月）から、経済回復の平時態勢期（1948年 11月-1950年 6月）、そして抗米援朝の
再度の戦時態勢期（1950年 6月-1951 年 12月）への転換を重視する。本論文は序章と終
章および、5章から構成される。 
序章では、本論文の問題意識を以下のように整理した。日中戦争後、弱小であった中共
は東北で拡張を果たした。1948 年に中共は東北での勝利によって全国のその後の政治的
帰趨に直結する最終的な方向を決めた。東北は日中戦争後の中共革命をリードした地域と
認識されており、人民共和国建国前後における中共革命の連続性、および党と民衆の関係
を理解するために、重要な研究対象となる地域である。しかし、近年の学界における革命
の地域的多様性の解明や脱革命史観の提起は、ほとんど華北や華南など関内の農村の土地
革命をめぐる議論である。本論文では、土地革命の研究と距離を置き、東北の都市と民衆
に着目し、中共の理想の次元ではなく、中共革命の客観的な特徴、民衆の複雑な服従と抵
抗の実態を描写することを試みる。史料としては、『東北日報』、瀋陽市档案館所蔵の档案、
中共の内部史料『内部参考』などを用いた。また、聞き取り調査で得た口述史料も、文献
史料と対照しつつ、その独自の意義にも注目して分析を行った。 
 第一章「東北地域の歴史（1945 年まで）」では、明末清初から満洲国が崩壊するまで、
主に伝統的社会結合と民衆の帰属意識の側面から東北の地域性を論じた。清末趙爾巽の新
政、張作霖政権、満洲国統治を経て、公権力は段階的に地方へ浸透していった。定期市を
核とする市場圏が希薄であり、鉄道網が発達していたことにより、農村が都市に依存する
経済構造を有していた。それが政治支配を補強し、公権力の民衆生活への介入の程度が高
かった。加えて、東北は移民社会として、宗族による結びつきが弱体であった一方で、「馬
賊」や秘密結社、同業同郷団体といった社会集団が普遍的に存在していた。1945 年の終
戦までに、上述の各政権の統治によって、これらの社会集団のほとんどが解体された。ま
た、満洲国時期の日本人の認識によれば、東北の人々は華北の人々より外来政権に対して
集団的抵抗性が低かったとされる。特に労働者や雑業層といった流動性の高い階層の民衆
は公権力に対して比較的従順でありながら、郷土意識が薄くて、統治側にとって不安定な
要素でもあったと論じた。 
 第二章「国共内戦期、中共による戦時態勢の構築と東北社会（1948年まで）」では、日
中戦争後の東北における軍事情勢を考察したうえで、当該時期の党と民衆の関係を明らか
にした。1945 年末まで、中共は優勢に立ち、根拠地建設を企図せず、投降した旧満洲国
国軍を利用して軍事力拡張を果たした。1945 年末、国民党軍が東北へ到着したため、中
共の優勢が失われ、一度改編した勢力の反逆による被害が深刻であった。中共は大都市か
ら周辺地域へ後退して、根拠地建設を始めたが、劣勢であったため民衆の協力を得られず、
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軍事力拡張が困難であった。ところが、米ソの干渉および国民党の政治、経済、軍事の失
敗によって、1947 年夏以降、中共は攻勢に転じた。結局、ソ連の協力と国民党の失敗に
基づいて勢いを盛り返した中共は、国民党軍捕虜を編入して急速に軍事力拡張を遂げた。
このように中共は軍事的ヘゲモニーによって、東北での勝利を収め、全国での勝利に繋げ
た。しかし、こうした中でも、大多数の民衆は依然として保身のために傍観的姿勢を示し
ており、中共は党と民衆の間に緊密な関係を形成することができなかったと指摘した。 
 第三章「平時態勢期、中共による民衆統合（1948〜1950年）」では、生産回復を重要視
する平時態勢期の民衆統合の特徴、および党と民衆の関係を考察して、大衆工作と中共の
革命原理の矛盾を浮き彫りにした。当該時期の東北においては、生産の回復と関内の内戦
の支援を優先したため、「反動党団特登記」「反動会道門」の取り締まりなどは、中共の民
衆を動員して武力闘争を行わせる革命原理とは異なり、公安部門によって敵を排除してか
ら、民衆に対する宣伝を行う過程をたどった。これにより、武力闘争による社会の混乱を
避けたが、民衆を闘争に組み込むための基盤を築いて中共のイデオロギーを民衆に浸透さ
せることが困難になった。その一方で、労働者工作において、生産競争や労働模範の方式
を通じて、金銭や地位といった利益を提供することによって、労働者の生産に対する積極
性を引き出したが、中共のイデオロギーの浸透自体は達成しにくかった。この平時態勢期
において、民衆が中共に従ったことについては、中共の内戦での優勢や解放区での監視・
強制の力、あるいは利益の提供が決定的であったと考えられる。以上の考察により党と民
衆の関係は緩やかなものにとどまったという当該時期の特徴を明らかにした。 
 第四章「抗米援朝運動と再度の戦時態勢期の構築（1950年から）」では、東北の地域社
会の特徴に基づき、抗米援朝運動の展開、および民衆の反応を考察した。1950 年 6 月に
朝鮮戦争が勃発してから、東北においては民衆の関内への逃亡、デマの流行など社会の不
安が表面化した。和平保衛署名運動において、署名数を過度に多くするという事例にみら
れるように大多数の民衆は必要以上の積極性を示したが、署名の意義を否定する言動も現
れ、中共に対する懐疑を隠せなかった。中共は平時態勢期に形成された党と民衆の緩やか
な関係では戦争を乗り切れないと判断し、基層社会の緊張感や民衆に対するより強力な統
制を求めた。そして、東北は再度の戦時態勢期へ移行して、1950年 11月より抗米援朝運
動が繰り広げられた。運動の中で、鉱工業労働者は先頭に立つ集団となり、労働模範の人
は運動の宣伝における中核となった。多くの問題を内包した抗米援朝運動において、中共
の階級統合を実現させるためのイデオロギーは民衆には十分に受容されなかったが、一部
の労働者を中心に国民統合を強化するイデオロギーが内面化され始めたことを論じた。 
 第五章「参軍運動と婚姻法施行に見る民衆の抵抗と服従」では、参軍運動と婚姻法施行
に対する分析を通じて、平時態勢期と戦時態勢期とを繋げる連続的な視点から、中共によ
る民衆統合の変遷および党と民衆の関係を論じた。朝鮮に赴く志願軍の主な供給源は旧国
民党軍および関内の「剿匪」の成果としての捕虜であった。東北は重工業の拠点を有して
おり、後方支援のために労働力確保が重視され、参軍運動を大規模に展開しなかった。そ
れにもかかわらず、中共のイデオロギーを浸透させる装置としての新聞では民衆の参軍の
情熱を大いに報道した。1950 年 5 月には婚姻法が公布されたが、離婚の爆発的増加とい
った社会問題が生じ、民衆の労働意欲、兵士の士気にまで影響した。間もなく朝鮮戦争が
勃発したため、婚姻法施行も大規模に繰り広げることができなかった。1951 年夏以降、
朝鮮戦争の戦況が膠着してから、中共は国内社会を一層引き締めようとする意図のもとで、
婚姻法の施行強化を要求した。中共の政策における女性・婚姻の位置づけは、単純に男女
の権利平等を求めるものではなく、平時から戦時へ展開する際に、一貫して中共の政治目
的に従属しており、女性を政治資源として獲得し、イデオロギーを浸透させる役割を果た
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したと考えられる。また、口述史料によれば、民衆は抗米援朝に対して一面では積極的で
ありながら、加熱したオンドルに耐えられない人が兵になるという不条理を示す「参軍と
オンドル」の物語や男が軍に参加すれば嫁をもらえるという利益関係を示す「参軍と結婚」
の物語が広く伝えられていたことを知ることができる。このような物語の広がりは民衆の
消極的な服従と消極的な抵抗の表れであると分析した。 
 
結論と考察： 
第一に、東北においては宗族ではなく、「馬賊」、秘密結社、同業同郷団体が存在してい
たが、満洲国の崩壊までに、ほとんどが解体された。従って、凝集性を欠くのが地域の民
衆の特徴であり、中共革命にとって、伝統的武装勢力の抵抗は弱かったが、逆に利用でき
る武装勢力を欠いていたと言える。第二に、党と民衆の相互関係において、特に都市の労
働者や雑業層のような帰属感の薄い、流動性の高い民衆の取り扱いにくさが顕著であった。
民衆は自己の打算に基づいて政治選択を行う傾向があり、政権に対して消極的な服従と消
極的な抵抗を行った。国共内戦期における軍事的ヘゲモニーによる勝利のように、中共に
とっても民衆の積極的な支持を常に必要としていたわけではなかった。中共は革命の各段
階に即して、階級統合と国民統合との目的達成の間で揺れ動きつつ、民衆に対して宣伝と
運動を展開したのである。第三に、1949年と 1952年を節目とする従来の二段階革命の時
期区分は東北の基層社会に当てはめることが難しい。東北の民衆にとって、1948年の「解
放」からすでに先駆け的に闘争要素の少ない段階に入ったが、1950 年の朝鮮戦争の勃発
によって、また闘争要素をともなう革命原理に準拠する大衆運動に巻き込まれた。中国の
他の地域と異なり、建国初期の東北では、党と民衆の関係の独自性から、1948 年と 1950
年とが重要な時期区分の指標となると提起できるのである。 
 
 
